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Ｗｅｅｋｌｙエコノミスト・レター要旨 ２０２３年１月６日号 

ネット 

ジャーナル 

 

 
 

 

 
 

ニッセイ基礎研究所 

 

今年の原油価格は、「年初に低迷した後、

年半ば以降に緩やかに持ち直す」と予想

する。 

 

まず、年初から春までは、世界経済の

減速に伴う原油需要の低迷が価格の抑制

要因となり、価格の低迷が見込まれる。 

ただし、制裁を受けるロシアの生産減

少、米国のSPR補充（観測）、OPECプラ

スによる追加減産（観測）が下支え要因

となり、急落は回避されると見ている。 

レンジとしてはWTIベースで60～85

ドル程度と予想している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その後、年半ばから年末にかけては、

中国における経済活動の回復と米利下げ

観測が原油価格の押し上げ要因となり、

価格の持ち直しが予想される。 

5月末から米国がドライブシーズンに

入るという季節的な要因も追い風となる。 

レンジとしてはWTIベースで70～95

ドル程度、年末時点の水準は80ドル台半

ば～後半と予想している。 

 

以上、年間を通じて見れば、原油価格

が「緩やかに持ち直す」シナリオが筆者

の中心的な見通しだが、対ロシア制裁の

影響や中国の感染動向などの不透明感は

強く、価格が見通しから乖離するリスク

も高めと言わざるを得ない。 

そ の 際 、 価 格 の 下 振 れ に 対 し て は

OPECプラスが減産で下支えに行く可能

性が高いことを踏まえると、特に上振れ

リスクに注意が必要になる。 

 

仮に原油価格が急騰する場合には、波

乱の火種となる可能性がある。米国の物

価上昇率が押し上げられ、FRBが大幅な

利上げを続けざるを得なくなるためだ。 

この場合には、米国経済への逆風が強

まり、米株価は下落、ドル高が進行する

可能性が高い。また、日本経済にとって

も米経済の急減速に加えて、原油高と円

安（ドル高）の進行が物価の押し上げ圧

力を増幅することで逆風が強まりかねな

い。円安と物価の抑制のために、日銀に

さらなる金利引き上げに踏み切る引き金

になるかもしれない。 
 

「Ｗｅｅｋｌｙエコノミスト・レター」の全文は、 

当事務所のホームページの「マクロ経済予測レポート」 

よりご確認ください。  

1 
 

2 

２０２３年の原油相場展望 
～波乱の火種になる可能性も 

（注）WTI先物は期近物。ドバイは東京原油スポット市場中東産
ドバイ原油、翌月または翌々月渡し、現物、FOB、中心値 

（資料）Financial Times、日本経済新聞 
 

5 

原油価格（ＷＴＩと東京ドバイ） 

4 
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経済・金融フラッシュ要旨 ２０２３年１月１０日号 

米雇用統計(２２年１２月） 
～時間当たり賃金の伸びが鈍化したほか、 

前月分も下方修正 

ネット 

ジャーナル 

 

 
 

 

 

 
 

ニッセイ基礎研究所 
 

結果の概要：雇用者数は市場予想を上回 

ったほか、失業率は市場予想を下回る 

1月6日、米国労働統計局（ＢＬＳ）は

12月の雇用統計を発表した。 

非農業部門雇用者数は、前月対比で

+22.3万人の増加（ 注 ）（（前月改定値：

+25.6万人）と+26.3万人から下方修正さ

れた前月を下回った一方、市場予想の

+20.5万人（Bloomberg集計の中央値、

以下同様）は大幅に上回った。 
 

(注) 季節調整済の数値。以下、特に断りがない 

限り、季節調整済の数値を記載している。 

 

結果の評価：堅調な雇用増加が 

持続する一方、賃金上昇の伸びは鈍化 

12月の非農業部門雇用者数（前月比）

を受けて過去3ヵ月の月間平均増加ペー

スは24.7万人増となり、22年の平均で

ある37.5万人増、21年の平均である

56.2万人増からの鈍化が続いている。も

っとも、新型コロナ流行前（19年3月～

20年2月）の平均である19.8万人増を大

幅に上回っており、依然として堅調な雇

用増加が持続していることを確認した。 

 

事業所調査の詳細：民間部門の雇用の伸び 

は加速も政府部門の伸びが大幅に鈍化 

事業所調査のうち、民間サービス部門

は前月比+18.0万人（前月：+17.5万人）

と概ね前月並みの伸びを維持した。 

民間サービス部門の中では、人材派遣

業が前月比▲3.5 万人（前月：▲3.0 万

人）と前月から減少幅が拡大したことも

あって専門・ビジネスサービスが▲0.6

万人（前月：▲0.8 万人）と 2 ヵ月連続

で雇用が減少した。一方、娯楽・宿泊業

が+6.7 万人（前月：+7.9 万人）、医療・

社会扶助サービスが+7.4 万人（前月：

+7.3 万人）と堅調な伸びを維持したほか、

運輸・倉庫が+0.5 万人（前月：▲2.2 万

人）、小売業が+0.9 万人（前月：▲1.7

万人）と前月から増加に転じた。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

家計調査の詳細： 

労働参加率は３ヵ月ぶりに上昇 

家計調査のうち、12月の労働力人口は

前月対比で+43.9万人（前月：▲11.9万

人）と前月から大幅な増加に転じた。 

内訳を見ると、失業者数が▲27.8万人

（前月：▲5.3万人）と減少幅が拡大した

一方、就業者数が+71.7万人（前月：▲

6.6万人）と大幅な増加に転じて労働力人

口を押し上げた。 

   

 

  

経済・金融フラッシュの全文は、 

当事務所のホームページの「マクロ経済予測レポート」 

よりご確認ください。 

 

1 

2 

3 

4 

非農業部門雇用者数の増減（業種別） 

（資料）BLS よりニッセイ基礎研究所作成 
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 内閣府経済社会総合研究所 ２０２３年１月５日公表 
 

 
 

 

の  

（１） 消費者態度指数 

令和４（2022）年 1２月の消費者態度指数は、前月差 1.７ポイント上昇し 30.3 であった。 
 

（２） 消費者意識指標 

消費者態度指数を構成する各消費者意識指標について、令和４（2022）年 12 月の動向を前

月差でみると、「雇用環境」が 2.6 ポイント上昇し 35.0、「耐久消費財の買い時判断」が 2.3

ポイント上昇し 23.7、「暮らし向き」及び「収入の増え方」が共に 0.9 ポイント上昇し、それ

ぞれ 27.4、35.1 となった。 

また、「資産価値」に関する意識指標は、前月差 1.4 ポイント上昇し 35.4 となった。 
 

（３） 基調判断 

消費者態度指数の動きから見た 1２月の消費者マインドの基調判断は、弱まっている。（据置き） 
 

消費者態度指数と消費者意識指標（二人以上の世帯、季節調整値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

(注)消費者態度指数（季節調整値）は、「暮らし向き」、「収入の増え方」、「雇用環境」、「耐久消費財の買い時判断」 

の４項目の消費者意識指標（季節調整値）を単純平均して算出している。   

消費動向調査 
（令和４年１２月実施調査結果） 

 調査結果の要点 
 

消費者の意識 （二人以上の世帯、季節調整値）    1 



 

４ 

消費者態度指数と各消費者意識指標の推移（二人以上の世帯、季節調整値） 

❶消費者態度指数 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 

    
 

❷消費者態度指数を構成する消費者意識指標 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
(注)1.シャドー部分は景気後退期を示す。 
(注)2.平成 25（2013)年 3 月までは訪問留置調査。平成 25（2013)年 4 月から平成 30（2018)年 9 月まで 

は郵送調査、平成 30（2018)年 10 月から  郵送・オンライン併用調査で実施（郵送・オンライン併用
調査は同年 10 月調査より新規世帯に対して順次導入。ただし、調査１か月目の新規世帯には、調査員が
調査対象世帯を訪問して調査依頼・調査票配布・調査票回収を行うため、オンラインによる回答は同年 11
月調査から実施、以下同。   



 

５ 

 
 

令和４（2022）年 12 月の１年後の物価に関する見通しで、最も回答が多かったのは「上昇

する（５％以上）」（63.9％）であった。前月差でみると、「上昇する」が 0.4 ポイント減少、「変

わらない」が 0.2 ポイント減少したのに対して、「低下する」は 0.7 ポイント増加した。 

消費者の物価予想については、「上昇する」と見込む割合は９割を超えている。（据置き） 
 

消費者が予想する１年後の物価の見通し（二人以上の世帯、原数値） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

消費者が予想する１年後の物価の見通しの推移（二人以上の世帯、原数値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
   

消費動向調査（令和４年１２月実施調査結果）の全文は、 

当事務所のホームページの「企業経営 TOPICS」よりご確認ください。 
  

物価の見通し （二人以上の世帯）    2 
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企業の生き残りをかけた 

役員制度改革 
        １．変化が迫られている役員制度      
        ２．取締役改革のカギとなるスキル・マトリクス        

        ３．役員報酬の相場と報酬制度設計 

        ４．役員制度運用のポイント 
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７ 

 
 

 
 
 

ガバナンスが十分に機能しておらず、法律違反や不正行為隠蔽などの企業不祥事が続発してい

ます。不祥事は企業にとって大きなマイナスイメージとなり、業績の悪化や倒産に至る可能性も

あります。このような状況下で 2021 年６月 11 日にコーポレートガバナンス・コード（以下、

CG コード）が改訂され、内部統制システムの構築などによって不祥事を防ぐ体制を整備すると

いうような守りのガバナンスだけではなく、企業価値を高めるための行動や意思決定を行う攻め

のガバナンスが企業に求められるようになりました。 

CG コードでは上場企業に対する取締役の選任・指名や報酬について言及されており、企業存

続のためには、環境の変化に合わせて役員に関する仕組みを改定することが必須となります。 

中堅・中小企業においても役員は経営の要であり、名ばかり役員を抱えているようではこれか

らの時代を生き残れません。 

役員のあり方を見直す機会になるよう、本レポートでは役員制度改革をテーマに解説します。 

中小企業が抱えている人材・組織に関する課題 

中小企業が抱えている人材・組織に関する課題 

ここで役員とは何かを確認します。役員と言えば社長や専務、常務などの役職を思い浮かべる

人がいるかもしれませんが、会社法では「役員」を、取締役、会計参与、監査役と定められてい

ます。また「役員等」には執行役と会計監査人が含まれます。 

 

■会社法で定める役員 

区分 名称 内  容 

役員 

取締役 
経営などに対する決定権を持つ役員。会社法では１名以上の役員を選任することが

定められており、取締役会を設置する際は３名以上の取締役が必要 

会計 

参与 

会計に関する書類を作成するために任意で設置させる役員。この役員になるために

は公認会計士・監査法人・税理士・税理士法人であることが必要 

監査役 
取締役と会計参与の職務執行を監査する役員。設置は任意（公開会社は必置）で、

取締役の職務違法性や会計書類をチェックし、株主総会向け報告書を作成 

役員

等 

執行役 
取締役に代わって業務執行を行う。執行役設置目的は業務執行と監視役の分離で、

設定されている場合、取締役は方針決定や監視役に専念する 

会計 

監査人 

監査役と共に会計書類をチェックする。資本金が５億円以上または負債額が200億

円以上である大会社等での設定義務がある。公認会計士か監査法人が就任 

 

社長や専務、常務は役職名であり会社法で定められている役員とは異なります。一方で代表取

締役社長や専務取締役というように、役員の中から社長や専務などの役職者が選任されることが

一般的であるため、役職名がそのまま役員として捉えられるケースが多いと考えられます。 
  

役員と会社法      

1 企業経営情報レポート 

変化が迫られている役員制度 



 

８ 

 

 
 

 

 

CG コード改訂の１つに「取締役会の実効性確保」が掲げられており、事業戦略に応じた取締

役に求めるスキルをまとめ、各取締役の知識・経験・能力等を一覧化したスキル・マトリクスを

作成して公開することが求められています。また各取締役が保有しているスキル等の組み合わせ

を、取締役選任の方針とすることも定められています。 

 

■取締役会の実効性確保に関するＣＧコード改訂内容 

原則 改訂内容（改訂箇所赤字） 新たな開示項目 

補充原則4－11

① 

取締役会の 

実効性確保 

取締役会は、事業戦略に照らして自らが備えるべきスキル等を

特定した上で、取締役会の全体としての知識・経験・能力のバ

ランス、多様性及び規模に関する考え方を定め、各取締役の知

識・経験・能力等を一覧化したいわゆるスキル・マトリクスを

はじめ、経営環境や事業特性等に応じた適切な形で取締役の有

するスキル等の組み合わせを取締役の選任に関する方針・手続

と併せて開示すべきである。その際、独立社外取締役には、他

社での経営経験を有する者を含めるべきである。 

経営環境や事業

特性等に応じた

適切な形で 

取締役の有する

スキル等の組み

合わせ 

 

スキル・マトリクスは、事業戦略にもとづいて必要なスキルを挙げ、現取締役が保有している

スキルに印をつけて一覧化します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

取締役改革のカギとなるスキル・マトリクス 

企業経営情報レポート 2
ＣＧコードで求められるスキル・マトリクス     

出典：ヤマハ発動機株式会社「第 85 期定時株主総会招集ご通知」より



 

９ 

 

 

 
 

 

報酬制度設計の一般的な手順は次の通りです。 
 

①報酬制度の基本方針策定 

CG コードでは報酬決定のプロセスに対する客観性や透明性が求められています。また、役員

ごとの報酬等については、取締役会で決定する旨が改正会社法施行規則で規定される予定となっ

ています。取締役会で議論しても社長の一任で報酬が決定している場合は報酬制度の見直しが必

要となります。自社を取り巻く市場環境や事業戦略を踏まえ、スキル・マトリクスなどをもとに

あるべき役員像を検討し、何に対して報酬を支払うのかを定めます。 
 

②報酬水準の設定 

同業界他社の役員報酬をベンチマークにしたり、実施されている役員報酬サーベイなどを参考

に報酬水準を設定します。役員報酬サーベイについてはデロイト トーマツ コンサルティング合

同会社が役員報酬データベース『DEX-i』で情報提供しています。 
 

■役員報酬データベース『ＤＥＸ－ｉ』 

金額：80万円(税別)/年度 ◼4タイプの報酬データを分析可能 

➢ 報酬水準、報酬構成、役位間格差、取締役代表給・委員会手当等の4タイプを分析可能 

➢ 報酬水準、報酬構成、役位間格差では、Actual（実績額）の他、Target（標準額）の分析が可能 ◼様々な条件設定・分析軸での報酬比較分析が無制限で可能 

➢ 最大13役位まで同時に集計可能          

➢ 会長・社長等の役位や、CEO・CFO等の職位からの役
位選択も可能 

➢ 業種、売上高、時価総額、従業員数、上場区分、利益、
ROE・TSR等の経営指標に細分化して集計能 

➢ 上記分析軸のクロス集計が可能 ◼Web上でのデータ確認、分析が可能 

➢ Web上でのデータ確認が可能なため、迅速かつ効率的
に分析可能 

➢ 分析結果はExcel形式、PDF形式両方のデータダウンロ

ードが可能 

 

③報酬内容の設定 

報酬項目ごとの構成比を検討します。会社法 361 条１項では、役員の報酬等（取締役の報酬、

賞与その他の職務執行の対価として株式会社から受ける財産上の利益）について、定款に当該事

項を定めていないときは、株主総会の決議によって定めるとされています。 
  

役員報酬の相場と報酬制度設計 
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１０ 

 

 

 

 

役員のスキルや報酬について解説してきましたが、それだけでは役員制度は機能しません。 

役員制度を永続的に運用するためには後継者を育成するための仕組みが必須であり、そのため

にはサクセッションプラン（後継者育成計画）の導入が重要となります。 

また、CG コードの補充原則４－１(3)に、「取締役会は、会社の目指すところ（経営理念等）

や具体的な事業戦略を踏まえ、最高経営責任者等の後継者の計画（プランニング）について適

切に監督を行うべきである。」と定められています。サクセッションプランとは、将来組織を牽

引する経営候補者に対する長期的な視点で策定する育成計画のことです。 

通常の人材育成と異なり、特定分野での専門性を高めるのではなく、各部門を経験させるジョブ

ローテーションに加え、経営方針や事業戦略などを踏まえた育成を行います。また後継者の候補選

定は、人事評価などの日々の成果をもとに選定するのではなく、経営に関するスキルや今後の成長

に対する期待度などで選定します。サクセッションプランを導入する手順は次のとおりです。 
 

■サクセッションプラン導入手順 

①経営方針・事業戦略の明確化 

後継者は経営理念やビジョンなどを引き継ぐことになります。実際に経営を行うための経営方

針や事業戦略などが曖昧であると伝承することができないため、明確化しておく必要があります。

また、改めるべき組織文化や習慣があれば見極めて断ち切ります。 
 

②ポストやスキルの設定 

経営理念、ビジョン、事業戦略、スキル・マトリクスなどをもとに自社の成長に必要なポス

トやスキルを検討します。ポストやスキルによって人選基準やサクセッションプランが変化す

るため、慎重に検討することが必要です。 
 

③人材要件定義 

ポストやスキルを設定したら、後継者の候補者に求める要件を定義します。 
 

④人材選出 

サクセッションプランの対象者を選出します。 
 

⑤サクセッションプラン実施 

対象者に選ばれたことを本人に伝える企業もありますが、対象者から外れた場合の通知でショ

ックを受けることがあるため、通常は伝えずに人材育成計画に組み入れて実施する企業が多いよ

うです。 

 

レポート全文は、当事務所のホームページの「企業経営情報レポート」よりご覧ください。 
  

サクセッションプランの導入    

役員制度運用のポイント 
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１1 

「購買心理の７段階」とはどのようなことでしょうか。 

具体的に教えてください。 

「購買心理の７段階」とは 

ジャンル：営業管理 ＞ サブジャンル：購買心理 
 

 

 

 
 

 
 

人は、どのようにして「モノ」を買うのでしょうか？その時の心理状態は以

下のような７つの段階を踏んで、購買を決定するといわれています。 
 

１．第１段階 注意 

『注意』というのはボクシングでいうフックです。例えば賃貸マンションを

探していたときに、とってもいい物件がインターネットにありました。そこで、

問合せをすると目当ての物件はなく、そのかわり他の条件の近いものならあり

ますと言われます。これが、問合せがくるように仕掛けられた『フック』です。 

即ち『注意』というのは、目に留まり注意を向けさせる、最も重要なものです。 
 

２．第２段階 興味 

次にくるのは『興味』です。聞く耳をもってもらうことが大切で「ん？ それはどういう事？」

と気になる質問を投げかけます。関心を持たせ、「これ、いいな」と思わせることです。 
 

３．第３段階 連想 

次は『連想』です。それを使っているところを想像し、楽しさや快適さなど効用をイメージさ

せます。すなわち『連想』とは、商品を活用している自分を想像させることです。 
 

４．第４段階 欲望 

『連想』をさせることによって人は『欲望』というプロセスに入ります。 

人間が持つあらゆる欲のことですが、お金持ちになりたい、自由になりたい、健康でありたい、

美味しいものを食べたいと、欲望は数限りなくあるものです。 
 

５．第５段階 比較 

『欲望』だけでは、人は単純に『購入』という決断を行いません。 

他のものとの『比較』をすることによって、納得をしようとします。 
 

６．第６段階 確信 

『比較』をすることで、その商品の良さを認識しました。そして、次に、その商品に対する安

心感や信頼感を得ることによって、その商品の良さが確信に変わっていきます。 
 

７．第７段階 決断 

『確信』を得られても、支払いという関門が残っています。 

購買者の支払いに対する躊躇に、「金利なし」「分割」「ボーナス一括」「クレジット」といった

手段で最後の関門を越え、購入の決断に結び付けます。 
   



 

１２ 

ＰＡＳＯＮＡの法則とはどういう意味ですか 。 

ＰＡＳＯＮＡの法則 

ジャンル：営業管理 ＞ サブジャンル：購買心理 
 

 

 

 

 
 

「あなたは今、このような問題を抱えています。それを放置すると大問題に

発展してしまいます。しかしこうすれば大丈夫。その解決法を、いまならあな

ただけに特別に提供致します。さあどうしますか？」といわれたら、あなたは？ 

ここにＰＡＳＯＮＡと呼ばれる法則が存在します。一般に、このように言わ

れると買わざるを得なくなるという心理が働いてしまうものです。 

 

■ＰＡＳＯＮＡの法則 

Ｐ ：Problem（問題を提起する） 

Ａ ：Agitation（問題を炙り出し、あおりたてる） 

ＳＯ：Solution（解決策の提示と証拠） 

Ｎ  ：Narrow down（限定、緊急、絞込み） 

Ａ  ：Action（行動） 

 

（１）Ｐ：Problem（問題を提起する） 

「△△でお困りではございませんか？」「××で苦労されていませんか？」「□□は不便だと思

いませんか？」など、お客が潜在的に困っていることや苦労していること、不便に感じているこ

となどを明確にして問題を気づかせます。 
 

（２）Ａ：Agitation（問題を炙り出し、あおりたてる） 

「△△で嫌になってしまいますよね」「××な時は頭に来ちゃいますよね」など問題を視覚的

にイメージできるように描写し、あおりたてます。 
 

（３）ＳＯ：Solution（解決策の提示と証拠） 

「そんな悩みも○○なら簡単に解決できます。その証拠に○○は□□で～」と、自社が販売し

ているモノやサービスが問題解決に役立つことを提示し、その証拠を示します。 
 

（４）Ｎ：Narrow down（限定、緊急、絞込み） 

「しかし、この商品は○○の事情で、数に限りがあります」と絞込みをかけます。 

いつでも購入できるものではない限定感をアピールし、緊急性を演出します。 
 

（５）Ａ：Action（行動） 

「今すぐ○○までご注文ください！」と次の行動を呼びかけます。 

この一連の流れが心理的に良く構成されており、思わず買ってしまう心理を呼び起こすのです。 


